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第5章 産業廃棄物に関する意識調査の結果 

 平成16年度の「産業廃棄物実態調査」に併せて行った産業廃棄物に関する意識調査の結果の概要は次

のとおりである。 

 

第1節 調査概要 

 設問は以下の7項目について、複数の選択肢から該当する項目を選ぶ方式により行った。 

 

設問1 産業廃棄物の発生抑制・リサイクルへの取り組みについて 

設問2 再生資源の利用（原材料、仕入時の梱包材等）について 

設問3 廃棄物処理を委託する場合に配慮する情報について 

設問4 マニフェストの利用について 

設問5 廃棄物処理を委託する場合の課題について 

設問6 公共が関与する産業廃棄物処理について 

設問7 三重県の廃棄物関連施策について 

 

 

第2節 意識調査回答の概要 

業種 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業 卸・小売業 サービス業 医療業 鉱業 合計

送付数 1,078 2,993 44 378 1,000 202 114 72 5,881

回答数 322 733 33 56 167 25 75 15 1,426

回答率 30% 24% 75% 15% 17% 12% 66% 21% 24%
 

 

 上表に示す「回答率」は、下記理由により、本報告書の前半で解説している「産業廃棄物の発生～処

理・処分」に対する回答率と異なっている。 

① 産業廃棄物が発生しない事業へも意識調査の回答を求めたこと 

②「産業廃棄物の発生～処理・処分」に回答しても、意識調査には回答していない事業所があること 
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第3節 意識調査回答の結果 

 

設問1 産業廃棄物の発生抑制・リサイクルへの取り組みについて 

 

 1-1 産業廃棄物の発生抑制に関する現状と将来計画について（複数回答可） 

 (1) 該当する項目は何か 

［ 現状 ］ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 将来 ］ 

 

 

 

 

 

建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

原材料調達時に廃棄物減量を考慮

生産方法・工程の見直し

発生抑制のための計画的な取り組み

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

484

426

439

319

122

0 50 100 150 200 250 300

原材料調達時に廃棄物減量を考慮

生産方法・工程の見直し

発生抑制のための計画的な取り組み

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

182

122

254

182

237
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 (2) 発生する産業廃棄物の何割程度を発生抑制できるか 

［ 今後5年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

［ 今後10年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

抑制なし

５％以下

５～１０％

１０～３０％

３０～５０％

５０％以上

〔事業所数〕

317

519

226

92

20

18

0 50 100 150 200 250 300 350

抑制なし

５％以下

５～１０％

１０～３０％

３０～５０％

５０％以上

〔事業所数〕

227

273

333

167

45

27



 49

1-2 リサイクル（再利用・再生利用）に関する現状と将来計画について（複数回答可） 

(1)該当する項目は何か 

［ 現状 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

［ 将来 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800

生産方法・工程見直し

廃棄物を自社内で再利用・再生利用

廃棄物を他社等で再利用・再生利用

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

229

283

720

235

87

0 50 100 150 200 250 300 350

生産方法・工程見直し

廃棄物を自社内で再利用・再生利用

廃棄物を他社等で再利用・再生利用

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

167

153

316

160

87
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 (2) 発生する産業廃棄物の何割程度をリサイクルできるか 

［ 今後5年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 今後10年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700

１０％以下

１０～２０％

２０～４０％

４０～７０％

７０％以上

〔事業所数〕

135

603

66

77

269

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

１０％以下

１０～２０％

２０～４０％

４０～７０％

７０％以上

〔事業所数〕

448

173

99

64

271
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1-3 発生抑制やリサイクルの取り組みを進める上での問題点について（複数回答可） 

 
［ 発生抑制に関して ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

［ リサイクルに関して ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 50 100 150 200 250 300 350

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのか分からない

事業特性から発生抑制・リサイクルは不可能

その他

〔事業所数〕

191

298

58

324

107

152

35

127

234

213

163

0 50 100 150 200 250 300 350 400

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのか分からない

事業特性から発生抑制・リサイクルは不可能

その他

〔事業所数〕

157

190

208

92

27

167

202

307

62

174

107
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設問2 再生資源の利用（原材料、仕入時の梱包材等）について      

 

(1) 事業所における再生資源の利用について              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

(2) 再生資源の利用を進める上での問題点について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800

現在再生資源を利用している

現在は再生資源を利用していないが、利用する予定がある

再生資源を利用する考えはない

〔事業所数〕

695

255

242

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

再生資源の品質が悪い

再生資源の価格が高い

再生資源を安定して調達できない

再生資源に関する知識・情報が不足している

事業特性から再生資源の利用が不可能

その他

〔事業所数〕

237

388

148

264

262

97
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設問3 産業廃棄物の処理を委託するにあたり、配慮している情報について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

会社情報（法人の名称等）

許可内容（事業範囲等）

処理施設内容（施設の種類等）

処理の実績（廃棄物の種類等）

適正な維持管理状況

財務状況

処理料金に関する情報

環境関連資格の取得状況

過去における違法な処理等の有無

地域との良好な関係構築に対する努力

環境保全への取組状況（ISO等の取得等）

その他

〔事業所数〕

899

479

666

582

320

143

690

242

415

227

332

34
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設問4 マニフェストの利用について 

  （1）事業所で使用しているマニフェストの種類について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（2）マニフェストの利用に当たっての希望について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜マニフェストの使いづらい部分の具体例＞ 

・カーボンの部分でほかの書類も汚れてしまう。 

・手書のサインが面倒である。 

・記入する項目が多い。工事名等略式で扱えないか。 

・サイズをA4にして、穴の開ける位置を変更してほしい。   等 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

産業廃棄物協会で購入したマニフェスト

建設業協会で購入したマニフェスト

自社で作成したマニフェスト

電子マニフェスト

産業廃棄物処理業者に委託していない

その他

〔事業所数〕

802

182

25

11

72

141

0 50 100 150 200 250 300

使いづらいので記入欄の修正が必要

マニフェストの金額が高い

マニフェストの購入場所が限られている

その他

〔事業所数〕

67

276

238

249
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設問5 廃棄物処理を委託する場合の課題について  （複数回答可）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

＜必要な処理施設の具体例＞ 

・塩素系廃棄物の処理施設 

・蛍光灯、水銀灯の処理施設 

・廃液の処理施設 

・少量の有害物質や金属、プラスチック等の複合物の処理施設 

・PCB等の処理施設                       等 

 

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

処理困難物や有害物質の処理施設の不足

処分費用が高い

リサイクル施設の不足

廃棄物処理業者に関する情報の不足

その他

〔事業所数〕

76

854

274

381

54
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設問6 公共が関与する産業廃棄物処理について 

    

（1） 公共が関与する産業廃棄物処理事業は必要であるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）-1 必要である理由について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

必要である

必要でない

〔事業所数〕

1,153

116

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

公共関与の施設の方が安心できる

公共関与の施設の方が継続して処理してもらえる

処理料金が安く設定される

処理料金が高くなってしまう

運用が硬直的になり処理してもらうのに時間がかかる

県が施設を建設し民間に運営を委託すればよい

施設までの距離料金面で有利であればどちらでも良い

その他

〔事業所数〕

764

456

360

36

35

190

222

70
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(2)-2 必要でない理由について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 以下、(3)は、(1)において、「必要である」と回答した事業所への質問 

 

（3）必要な施設の種類について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 10 20 30 40 50 60

公共関与の施設の方が安心できる

公共関与の施設の方が継続して処理してもらえる

処理料金が安く設定される

処理料金が高くなってしまう

運用が硬直的になり処理してもらうのに時間がかかる

県が施設を建設し民間に運営を委託すればよい

施設までの距離料金面で有利であればどちらでも良い

その他

〔事業所数〕

4

0

31

30

32

49

19

4

0 100 200 300 400 500 600 700 800

焼却施設

最終処分場

その他

〔事業所数〕

366

712

123
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設問7 三重県の廃棄物関連施策について     

 

（1）産業廃棄物税による税収により、県による実施が必要な事業について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）将来の産業廃棄物処理施策に対して必要なことについて（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

産廃の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金

企業の産廃処理状況について情報を交換できる環境設備

県内で発生する産廃のリサイクルや処理技術の研究開発

産廃のリサイクル技術等について県内企業との共同研究

産廃の最終処分場等の周辺を住み良く整備する事業

再生資源の購入費用に対する補助金

県内の不法投棄対策

その他

〔事業所数〕

541

216

378

245

374

261

492

28

0 100 200 300 400 500 600 700

環境に配慮した高度な処理・処分施設の設置の推進

不法投棄等不適正処理の監視強化、厳罰化の推進

排出事業者、処理業者への技術的支援システムの構築

排出事業者、処理業者への経済的支援システムの構築

リサイクル、適正処理への意識啓発の推進

リサイクル技術の開発の推進

企業が連携・交流する場の構築及び運営

廃棄物処理施設の設置に係る規制の緩和

法律や条例の整備・強化

その他

〔事業所数〕

25

125

128

78

489

240

405

412

597

307


